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１．17年12月期の業績（平成17年１月１日 ～ 平成17年12月31日） 

(1)経営成績 （百万円未満切捨表示） 

 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

17年12月期 23,977 (△ 2.3) 639 (  －) 1,276 ( 452.4) 
16年12月期 24,532 (△ 4.2) △ 386 (  －) 231 (△81.1) 
 
 

当 期 純 利 益 
1株当たり 

当期純利益 

潜在株式調整後 
1株当たり 
当期純利益 

株 主 資 本 

当期純利益率 

総 資 本 

経常利益率 

売 上 高 

経常利益率 

 百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％ 

17年12月期 497 ( 487.0) 16  80 16  62 ０．９ ２．１ ５．３ 
16年12月期 84 (△81.6) 2  82 2  80 ０．２ ０．４ ０．９ 
（注）①期中平均株式数  17年12月期  29,582,571株   16年12月期  30,028,755株 

②会計処理の方法の変更     有 
③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 

(2)配当状況  

１株当たり年間配当金  
 中 間 期 末 

配当金総額 
（年 間） 

配 当 性 向 株 主 資 本 
配  当  率 

 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％ 

17年12月期 10 00 5 00 5 00 294 59.5 ０．５ 
16年12月期 10 00 5 00 5 00 298 354.6 ０．５ 
 
(3)財政状態  

 総資産 株主資本 株主資本比率 1株当たり株主資本 

  百万円  百万円  ％  円  銭 

17年12月期 61,411  53,818  87.6  1,828 99 
16年12月期 61,621  55,010  89.3  1,852 16 
 

（注）①期末発行済株式数 17年12月期  29,425,140株 16年12月期  29,700,831株 
   ②期末自己株式数 17年12月期   2,657,433株 16年12月期   2,381,742株 

２．18年12月期の業績予想（平成18年１月１日 ～ 平成18年12月31日） 

１株当たり年間配当金  
売 上 高 経 常 利 益 当期純利益 

中間 期末  
  百万円  百万円  百万円 円 銭 円 銭 円 銭 

中 間 期 16,100  1,580  830  5  00 － － 
通  期 24,900  1,150  450  － 5  00 10 00 
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）１５円２９銭 

※ 上記の業績予想は、本資料の発表時現在において入手可能な情報に基づき作成したものであります。
実際の業績は、今後、様々な要因によって予想数値と異なる場合があります。上記業績予想に関する
事項は、「平成１７年１２月期 決算短信（連結）」添付資料の７ページをご参照下さい。 

 



　【個別財務諸表等】

　　(1)【貸借対照表】

（単位　百万円）

対前期増減額

（△印減少）

区　分
注記
番号

金　　額
構成比
（％）

金　　額
構成比
（％）

金　　額

( 資 産 の 部 )

 Ⅰ　流  動  資  産

現金及び預金 11,779 11,404 △ 375

受　取　手　形 ※４ 266 459 193

調 査 未 収 金 4,181 4,405 224

売　掛　金 191 126 △ 64

有　価　証　券 4,155 2,811 △ 1,343

製　　　　　品 ※１ 408 405 △ 3

原　材　料 179 179 0

未成調査支出金 4,708 5,549 841

仕　掛　品 69 71 2

貯　蔵　品 24 19 △ 5

前  渡  金 15 393 378

前　払　費　用 51 56 4

短 期 貸 付 金 6 7 0

関係会社短期貸付金 84 299 215

繰延税金資産 77 151 74

抵 当 証 券 1,000 1,000 -

そ　の　他 164 11 △ 152

貸 倒 引 当 金 △ 13 △ 14 0

流動資産合計 27,349 44.4 27,338 44.5 △ 10

 Ⅱ　固　定　資　産　

   １　有形固定資産

建　　物 5,250 5,040 △ 209

構　築　物 215 186 △ 29

機  械  装　置 370 352 △ 18

車 両 運 搬 具 0 0 0

工具器具及び備品 51 45 △ 5

土　　地 ※５ 5,242 5,023 △ 219

建 設 仮 勘 定 40 - △ 40

有形固定資産合計 ※７ 11,170 18.1 10,649 17.3 △ 521

   ２　無形固定資産

電 話 加 入 権 38 38 -

ソ フ ト ウ ェ ア 400 295 △ 105

そ　の　他 1 1 0

無形固定資産合計 440 0.7 334 0.6 △ 105

   ３　投資その他の資産

投資有価証券 6,926 7,674 748

関係会社株式 11,536 11,526 △ 10

出　　資　　金 347 7 △ 340
従業員に対する長期貸付金 12 7 △ 4

関係会社長期貸付金 410 451 41

長 期 性 預 金 700 1,500 800

投 資 不 動 産 ※８ - 515 515

破産更生等債権 30 10 △ 19

長期前払費用 13 18 4

繰延税金資産 1,114 664 △ 450
再評価に係る繰延税金資産 787 - △ 787

差入保証金 566 557 △ 9

そ  の　他 512 535 23

貸倒引当金 △ 298 △ 334 △ 36

投資損失引当金 - △ 46 △ 46
投資その他の資産合計 22,660 36.8 23,088 37.6 427

固定資産合計 34,271 55.6 34,072 55.5 △ 199

資　産　合　計 61,621 100.0 61,411 100.0 △ 209

前事業年度
（平成１６年１２月３１日）

当事業年度
（平成１７年１２月３１日）
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（単位　百万円）

対前期増減額

（△印減少）

区　分
注記
番号

金　　額
構成比
（％）

金　　額
構成比
（％）

金　　額

（ 負 債 の 部 ）

 Ⅰ　流  動  負 債

調査未払金 1,289 1,393 103

買　 掛 　金 42 53 11

短期借入金 0 0 0

未　 払　 金 146 159 13

未払法人税等 165 584 419

未払消費税等 109 73 △ 36

未 払 費 用 337 345 7

未成調査受入金 630 601 △ 29

預　り　金 145 164 18

賞与引当金 93 89 △ 3

そ　の　他 128 33 △ 95

流動負債合計 3,089 5.0 3,499 5.7 409

Ⅱ　固　定　負　債

長期借入金 2 2 0

退職給付引当金 3,517 3,290 △ 227

役員退職慰労引当金 - 67 67

再評価に係る繰延税金負債 ※５ - 712 712

その他 - 20 20

固定負債合計 3,520 5.7 4,093 6.7 572

負　債　合　計 6,610 10.7 7,593 12.4 982

（ 資 本 の 部 ）

Ⅰ　資本金 ※２ 16,174 26.3 16,174 26.3 -

Ⅱ　資本剰余金

　　資本準備金 15,905 25.8 15,905 25.9 -

　資本剰余金合計 15,905 25.8 15,905 25.9 -

Ⅲ　利益剰余金

　　利益準備金 488 488 -

　　任意積立金

　　　別途積立金 24,807 24,807 -

　　当期未処分利益 670 852 181

　利益剰余金合計 25,966 42.1 26,147 42.6 181

Ⅳ　土地再評価差額金 ※５ △ 1,148 △ 1.8 △ 2,691 △ 4.4 △ 1,543

Ⅴ　その他有価証券評価差額金 372 0.6 956 1.6 583

Ⅵ　自己株式 ※６ △ 2,260 △ 3.7 △ 2,674 △ 4.4 △ 413

資　本　合　計 55,010 89.3 53,818 87.6 △ 1,192

負債、資本合計 61,621 100.0 61,411 100.0 △ 209

前事業年度

（平成１６年１２月３１日）

当事業年度

（平成１７年１２月３１日）

- 3 -



（２）【損益計算書】
 （単位：百万円）

対前期増減額

（△印減少）

区　　分
注記
番号

金　　　　額 百分比 金　　　　額 百分比 金　　額

％ ％

 Ⅰ 売　上　高 24,532 100.0 23,977 100.0 △ 555

調　査　収　入 23,303 22,907 △ 396

機 器 売 上 高 1,228 1,069 △ 158

 Ⅱ 売　上　原　価 ※２ 18,566 75.7 17,191 71.7 △ 1,375

完成調査原価 17,719 16,474 △ 1,245

機器売上原価 847 716 △ 130

売 上 総 利 益 5,965 24.3 6,786 28.3 820

 Ⅲ 販売費及び一般管理費 6,352 25.9 6,146 25.6 △ 205
役  員　報　酬 142 152 10

給　料　手　当 2,829 2,693 △ 135

賞与引当金繰入額 42 38 △ 3

法 定 福 利 費 389 386 △ 2

退職給付費用 275 209 △ 65

役員退職慰労引当金繰入額 - 17 17

旅費・交通費 342 325 △ 16

地代家賃・賃借料 380 373 △ 6

研 究 開 発 費 ※２ 149 116 △ 32

減 価 償 却 費 234 223 △ 10

貸倒引当金繰入額 3 8 4

貸  倒  損  失 16 - △ 16

事　業　税 - 102 102

そ　　の　　他 1,547 1,498 △ 49

営業利益又は営業損失(△) △ 386 △ 1.6 639 2.7 1,026

 Ⅳ 営 業 外 収 益 665 2.7 704 2.9 38
受　取　利　息 ※１ 15 14 △ 1

有価証券利息 114 109 △ 5

受 取 配 当 金 ※１ 375 270 △ 105

為 替 差 益 - 6 6

賃貸用不動産収入 - 19 19

通貨オプション取引益 13 73 60

保険・配当金収入 57 79 22

そ 　の 　他 89 131 41

 Ⅴ 営 業 外 費 用 48 0.2 67 0.3 19
支　払　利　息 2 1 △ 1

社債償還損 24 0 △ 24

投資事業組合投資損失 - 11 11

為替差損 0 - 0

賃貸用不動産原価 - 43 43

そ　　の　　他 19 10 △ 8

経　常  利  益 231 0.9 1,276 5.3 1,045

 Ⅵ 特　別　利　益 307 1.3 21 0.1 △ 286
固定資産売却益 ※４ - 0 0

投資有価証券売却益 283 14 △ 269

貸倒引当金戻入益 24 5 △ 18

そ　　の　　他 0 1 1

 Ⅶ 特　別　損　失 273 1.1 265 1.1 △ 8
投資有価証券評価損 ※３ 24 33 9

関係会社株式評価損 ※３ 10 14 4

固定資産売却損 ※５ - 42 42

固定資産除却損 ※６ 11 14 2

役員退職慰労引当金繰入額 - 50 50

貸倒引当金繰入額 145 50 △ 95

投資損失引当金繰入額 - 46 46

関係会社整理損 77 - △ 77

投資有価証券売却損 - 13 13

そ　　の　　他 4 1 △ 3

税引前当期純利益 265 1.1 1,032 4.3 766
法人税、住民税及び事業税 202 0.8 575 2.4 373
法人税等調整額 △ 21 △ 0.1 △ 40 △ 0.2 △ 19

当期純利益 84 0.3 497 2.1 412

前期繰越利益 736 522 △ 213

土地再評価差額金取崩額 - 25 25

自己株式処分差損 - 45 45

中間配当額 150 147 △ 2

当期未処分利益 670 852 181

前事業年度 当事業年度

   　至　平成１7年12月31日）

   （自　平成１7年 1月 1日　   （自　平成１6年 1月 1日　

   　至　平成１6年12月31日）
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（３）【利益処分案】
 （単位：百万円）

区　　分
注記
番号

 Ⅰ 当期未処分利益 670 852

 Ⅱ 利益処分額
 配当金 148 147

 Ⅲ 次期繰越利益 522 705

（注）当期は平成17年９月27日に、147,651,415円（１株につき普通配当５円）の中間配当を実施いたしました。

金　　　　額 金　　　　額

前事業年度 当事業年度（案）

   　至　平成１7年12月31日）

   （自　平成１7年 1月 1日　   （自　平成１6年 1月 1日　

   　至　平成１6年12月31日）
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－－－－        －－－－    6666    

重要な会計方針重要な会計方針重要な会計方針重要な会計方針     

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法 

その他有価証券  

時価（市場価格等）のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入

法により処理し、売却原価は移動平均法により算出） 

時価（市場価格等）のないもの 移動平均法による原価法 
 

２．デリバティブの評価基準及び評価方法   時価法 

３．たな卸資産の評価基準及び評価方法 

製品（商品を含む） 総平均法による原価法 

原材料 総平均法による原価法 

未成調査支出金 個別法による原価法 

仕掛品 総平均法による原価法 

貯蔵品 最終仕入原価法 

 

４．固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産（投資不動産を含む） 

 建物（建物附属設備は除く）については定額法によっておりますが、その他の有形固定資産については定率

法を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物及び構築物   ２～50年 

機械装置及び運搬具 ２～７年 

無形固定資産 

 定額法を採用しております。 

 なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。 

長期前払費用 

    定額法を採用しております。 

 

５．引当金の計上基準 

貸倒引当金  債権の貸倒の損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し回収不能見込額を計

上しております。 

賞与引当金  従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。 

退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため当事業年度末における退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき計上しております。 

 数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数（５年）による定額法により、翌事業年度から費用処理することとしておりま

す。 

 過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存期間以内の一定の年数（５

年）による定額法により費用処理することとしております。 



－－－－        －－－－    7777    

 （追加情報） 

 当社は、平成17年８月１日付けで退職給付制度を改定し、現行の退職一時金制

度及び適格年金制度から規約型確定給付企業年金（キャッシュ・バランス・プラ

ン）制度へ移行するとともに、ポイント制退職金制度を導入いたしました。 

 当社は「退職給付制度間の移行に関する会計処理｣（企業会計基準適用指針第１

号）を適用し、退職給付債務の変動額は退職給付会計基準上の過去勤務債務とし

て処理し、本改定及び移行以前に発生した未認識数理計算上の差異については、

従前の費用処理方法及び費用年数を継続して適用しております。 

なお、本移行に伴い退職給付債務が減少し、過去勤務債務863百万円の利益が発

生しております。この償却については、改定日より従業員の平均残存勤務期間以

内の５年による定額法により処理しております。この影響により、当事業年度の

営業利益、経常利益及び税引前当期純利益が71百万円増加しております。 

投資損失引当金  子会社等の投資に係る損失に備えるため、当該子会社等の財政状態を勘案して

必要額を計上しております。 

役員退職慰労引当金  役員の退職慰労金の支出に備えて、役員退職慰労金規程に基づく期末要支給額

を計上しております。 

（会計処理方法の変更） 

 役員退職慰労金につきましては、従来、支出時の費用として処理しておりまし

たが、当事業年度より、役員退職慰労金規程に基づく期末要支給額を役員退職慰

労引当金として計上する方法に変更しております。 

 この変更は、役員退職慰労引当金の計上が会計慣行として定着してきたことに

鑑み、役員退職慰労金規程の整備が行われたことを機に、期間損益の適正化と財

務内容の健全化を図るために行ったものであります。 

 この変更に伴い、当事業年度増加分17百万円を販売費及び一般管理費に、過年

度分50百万円を特別損失に計上した結果、営業利益及び経常利益はそれぞれ17百

万円減少し、税引前当期純利益は67百万円減少しております。 

 また、この変更は、役員退職慰労金規程の整備に基づき当下期より実施してお

ります。従いまして、当中間期は従来の方法によっており、当中間期において当

期に採用した会計処理によった場合、当中間会計期間発生額８百万円を販売費及

び一般管理費に、過年度分50百万円を特別損失に計上する結果、営業利益は８百

万円、税引前中間純利益は59百万円それぞれ減少することとなります。 

 なお、平成18年２月16日開催の取締役会において、平成18年３月29日開催予定

の定時株主総会終結の時をもって、年功的要素の強い役員退職慰労金制度を廃止

し、毎期の業績を反映した報酬への移行を決議いたしております。 

 

６．収益及び費用の計上基準 

   調査収入の計上は、原則として調査業務完了基準に基づいておりますが、工期が１年以上かつ受注金額が

１億円以上の調査業務については、進行基準に基づき計上しております。 

 

７．リース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 

８．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

(1)消費税等の処理方法 

税抜き方式によっております。 

(2)記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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表示方法の変更 
（貸借対照表） 

「証券取引法の一部を改正する法律」(平成16年法律第97号)が平成16年６月９日に公布され、平成16年12月１

日より適用になったこと及び「金融商品会計に関する実務指針」(会計制度委員会報告第14号)が平成17年２月15

日付けで改正されたことに伴い、当事業年度から投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資(証券取引

法第２条第２項により有価証券とみなされるもの)を「投資有価証券」として表示する方法に変更しております。 

  なお、当事業年度末の「投資有価証券」に含まれている当該出資の額は539百万円、前事業年度末の投資その

他の資産の「その他」に含まれている当該出資の額は340百万円であります。 

    

追 加 情 報 
（法人事業税における外形標準課税部分の損益計算書上の表示方法） 

  実務対応報告第12号「法人事業税における外形標準課税部分の損益上の表示についての実務上の取り扱い」

（企業会計基準委員会 平成16年２月13日）が公表されたことに伴い、当事業年度から実務対応報告に基づき、

法人事業税の付加価値割及び資本割102百万円を販売費及び一般管理費として処理しております。 
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注注注注    記記記記    事事事事    項項項項    

（貸借対照表関係）                                （単位：百万円） 

前事業年度 
（平成16年12月31日） 

当事業年度 
（平成17年12月31日） 

※１ 製品の中に、当社の製品と組合わせて販売する目

的等で他社より購入した商品158百万円が含まれて

おります。 

※１ 製品の中に、当社の製品と組合わせて販売する目

的等で他社より購入した商品156百万円が含まれて

おります。 
 
※２ 会社が発行する株式の総数 普通株式 120,000,000株  

発行済株式の総数     普通株式 32,082,573株  
  

 
※２ 会社が発行する株式の総数 普通株式 120,000,000株 

発行済株式の総数     普通株式 32,082,573株 
  

３ 偶発債務 ３ 偶発債務 

(1) 下記の関係会社の銀行借入債務及び仕入先からの

仕入債務に対して債務保証を行っております。 

(1) 下記の関係会社の銀行借入債務及び仕入先からの

仕入債務に対して債務保証を行っております。 
 

東北ボーリング㈱ 150 

応用リソースマネージメント㈱ 4 
  

 
東北ボーリング㈱ 100 

応用リソースマネージメント㈱ 15 
  

(2)下記の関係会社の契約に対して営業取引に係わる

履行保証を行っております。 

(2)下記の関係会社の契約に対して営業取引に係わる

履行保証を行っております。 
 

KINEMETRICS, INC. 70 

（外貨額676千US$）

GEOMETRICS, INC. 0 

（外貨額9千US$）
GEOPHYSICAL SURVEY 
SYSTEMS,INC. 

0 

（外貨額9千US$）

OYOｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ株式会社 16 
  

   
OYOｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ株式会社 162 

OYOｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ株式会社 2 

（外貨額1,000千ｲﾝﾄﾞﾙﾋﾟｰ）
 

※４ 期末日満期手形の会計処理は、手形交換日をもっ

て決済処理をしております。従って、当期末日が金

融機関の休業日であったため、次の期末日満期手形

が期末残高に含まれております。 

※４ 期末日満期手形の会計処理は、手形交換日をもっ

て決済処理をしております。従って、当期末日が金

融機関の休業日であったため、次の期末日満期手形

が期末残高に含まれております。 
 

受取手形 11 
  

 
受取手形 10 

  
※５ 土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公

布法律第34号）に基づき、事業用の土地の再評価を

行い、土地再評価差額金を資本の部に計上しており

ます。 

※５ 土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公

布法律第34号）に基づき、事業用の土地の再評価を

行い、土地再評価差額金を資本の部に計上しており

ます。 

再評価の方法 再評価の方法 

 土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月

31日公布政令第119号）第２条第４号に定める標準

地の路線価に合理的な調整を行って算出する方法の

他、一部について同政令第２条第３号に定める固定

資産評価額に合理的な調整を行って算出しておりま

す。 

 土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月

31日公布政令第119号）第２条第４号に定める標準

地の路線価に合理的な調整を行って算出する方法の

他、一部について同政令第２条第３号に定める固定

資産評価額に合理的な調整を行って算出しておりま

す。 

再評価を行った年月日   平成13年12月31日 再評価を行った年月日   平成13年12月31日 
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前事業年度 
（平成16年12月31日） 

当事業年度 
（平成17年12月31日） 

 
再評価を行った土地の期末に
おける時価と再評価後の帳簿
価額との差額 

△616 

  
 

 
再評価を行った土地の期末に
おける時価と再評価後の帳簿
価額との差額 

△706 

  
なお、当事業年度において土地の再評価に係る繰

延税金資産相当額（「再評価に係る繰延税金負債」

からの控除額）について回収可能性を検討した結

果、805百万円を取り崩し、同額を土地再評価差額

金から減額しております。 

※６ 当社が保有する自己株式の数は、普通株式

2,381,742株であります。 

※７ 有形固定資産の減価償却累計額 9,784 
 

※６ 当社が保有する自己株式の数は、普通株式

2,657,433株であります。 

※７ 有形固定資産の減価償却累計額 9,973 
  

※８ 投資不動産の減価償却累計額 － 
 

※８ 投資不動産の減価償却累計額 18 

９ 配当制限 

商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時

価を付したことにより増加した純資産額は372百万

円であります。 

９ 配当制限 

商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時

価を付したことにより増加した純資産額は956百万

円であります。 

 

（損益計算書関係）                              （単位：百万円） 

前事業年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

※１ 関係会社との取引にかかわる損益 ※１ 関係会社との取引にかかわる損益 
 

受取利息 9 

受取配当金 313 
  

 
受取利息 7 

受取配当金 203 
  

※２ 研究開発費の総額 ※２ 研究開発費の総額 
 

一般管理費 149 

当期製造費用 － 
  

 
一般管理費 116 

当期製造費用 － 
  

※３ 投資有価証券評価損及び関係会社株式評価損は、

減損処理によるものであります。 

※３ 投資有価証券評価損及び関係会社株式評価損は、

減損処理によるものであります。 

※４  ※４ 固定資産売却益の内容は次のとおりであります。

なお、当該固定資産売却益は、関係会社に係るもの

であります。 
 

  

  
  

 
機械装置 0 

計 0 
  

※５  ※５ 固定資産売却損の内容は次のとおりであります。 
 

  

  
  

 
土地 42 

その他 0 

計 42 
  

※６ 固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 ※６ 固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 
 

建物 1 

機械装置 8 

その他 0 

計 11 
  

 
構築物 0 

機械装置 10 

工具器具及び備品 0 

その他 2 

計 14 
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（リース取引関係）（リース取引関係）（リース取引関係）（リース取引関係）                            （単位：百万円） 

前事業年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 
 

 取得価額相
当額 

減価償却累
計額相当額 

期末残高相
当額 

工具器具及び
備品 535 249 285 

合計 535 249 285 
  

 

 取得価額相
当額 

減価償却累
計額相当額 

期末残高相
当額 

工具器具及び
備品 532 260 272 

合計 532 260 272 
  

 （注） 取得価額相当額は、未経過リース料期末残

高が有形固定資産の期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込み法により算定

しております。 

          同 左 

２．未経過リース料期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額 
 

１年内 112

１年超 173

合計 285
  

 
１年内 115

１年超 156

合計 272
  

 （注） 未経過リース料期末残高相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固定資産の期末残

高等に占める割合が低いため、支払利子込

み法により算定しております。 

          同 左 

３．支払リース料及び減価償却費相当額 ３．支払リース料及び減価償却費相当額 
 

支払リース料 150

減価償却費相当額 150
  

 
支払リース料 131

減価償却費相当額 131
  

４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

          同 左 

 

（有価証券関係）（有価証券関係）（有価証券関係）（有価証券関係）    

 前連結会計年度及び当連結会計年度に係る「有価証券」（子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは除

く）に関する注記については、連結財務諸表における注記事項として記載しております。 

 

子会社株式で時価（市場価格等）のあるもの 

 前事業年度（平成16年12月31日） 当事業年度（平成17年12月31日） 

 
貸借対照表
計上額 
（百万円） 

時価 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

貸借対照表
計上額 
（百万円） 

時価 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

子会社株式 2,301 2,336 34 2,301 2,587 285 

合計 2,301 2,336 34 2,301 2,587 285 
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（税効果会計関係）（税効果会計関係）（税効果会計関係）（税効果会計関係）    

前事業年度 
（平成16年12月31日） 

当事業年度 
（平成17年12月31日） 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 
 

（単位：百万円）

繰延税金資産（流動） 

賞与引当金超過額 42

その他 36

繰延税金資産（流動） 小計 78

 

繰延税金資産（固定） 

有価証券評価損 11

退職給付引当金超過額 1,318

貸倒引当金自己否認 115

土地再評価差額金 787

その他 55

繰延税金資産（固定） 小計 2,287

評価性引当金 △127

繰延税金資産 合計 2,238

 

繰延税金負債（流動） 

有価証券評価差額 △0

繰延税金負債（固定） 

有価証券評価差額 △257

繰延税金負債 合計 △257

 

繰延税金資産の純額 1,980
  

 
（単位：百万円）

繰延税金資産（流動） 

賞与引当金超過額 40

未払事業税否認 74

その他 36

繰延税金資産（流動） 小計 151

繰延税金資産（固定） 

有価証券評価損 1

退職給付引当金超過額 1,282

貸倒引当金自己否認 133

土地再評価差額金 805

その他 82

繰延税金資産（固定） 小計 2,305

評価性引当金 △983

繰延税金資産 合計 1,473

 

繰延税金負債（流動） －

繰延税金負債（固定） 

有価証券評価差額 △657

土地再評価差額金 △712

繰延税金負債（固定） 小計 △1,369

繰延税金負債 合計 △1,369

 

繰延税金資産の純額 103
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（１株当たり情報）（１株当たり情報）（１株当たり情報）（１株当たり情報）    

項目 
前事業年度 

（自 平成16年１月１日   
至 平成16年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年１月１日 
  至 平成17年12月31日） 

１株当たり純資産額 1,852円16銭 1,828円99銭 

１株当たり当期純利益 ２円82銭 16円80銭 

潜在株式調整後１株当たり当期純利  

益 
２円80銭 16円62銭 

 （注） １株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のと

おりであります。 

 
前事業年度 

（自 平成16年１月１日 
 至 平成16年12月31日) 

当事業年度 
（自 平成17年１月１日 
  至 平成17年12月31日） 

１株当たり当期純利益金額   

当期純利益（百万円） 84 497 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 84 497 

期中平均株式数（株） 30,028,755 29,582,571 

   

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額   

当期純利益調整額（百万円） － － 

普通株式増加数（株） 200,777 335,611 

（うち新株予約権） (200,777) (335,611) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めな

かった潜在株式の概要 

旧商法第210条ノ２の規定に基づ

く自己株式方式によるストックオ

プション。 

平成12年３月29日 

定時株主総会決議 

383,500株 

 

旧商法第210条ノ２の規定に基づ

く自己株式方式によるストックオ

プション。 

平成12年３月29日 

定時株主総会決議 

328,500株 

 

 

 

 

（重要な後発事象）（重要な後発事象）（重要な後発事象）（重要な後発事象）    

 該当事項はありません。 
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部門別受注高及び受注残高、部門別売上高明細表部門別受注高及び受注残高、部門別売上高明細表部門別受注高及び受注残高、部門別売上高明細表部門別受注高及び受注残高、部門別売上高明細表    
 
(1)部門別受注高及び受注残高                                         （単位 百万円）                           

前事業年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

              期 別 
 

 部 門 受 注 高 受 注 残 高           受 注 高 受 注 残 高           
  調 査 部 門                 22,697 14,630 22,832 14,555 

  計 測 機 器 部 門                 1,202 148 1,034 113 

         計 23,900 14,779 23,867 14,669 

 

(2)部門別売上高明細表                                            （単位 百万円） 

前事業年度 
（自 平成16年１月１日 
 至 平成16年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年１月１日 
 至 平成17年12月31日） 

             期 別 
 

 部 門 金   額 百 分 比 

 
 
増 減 比 
 金   額 百 分 比 

  調 査 部 門                 23,303 95.0％  △ 1.7 22,907 95.5％ 

  計 測 機 器 部 門                 1,228 5.0 △ 12.9 1,069 4.5 

         計 24,532   100.0 △ 2.3 23,977    100.0 

    

 

 

 

 

役 員 の 異 動 等  

該当事項はありません。 


